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◎【県立学校】過去４年間（令和１～４年度）における長時間勤務者数の推移（80時間以上）

【県立学校の状況】
〇 時間外在校等時間月80時間以上の年度計月平均の長時間勤務者数の割合は、令和元年度から令和３年

度にかけて、3.9％から2.0％と減少傾向であったが、令和４年度は2.6％と増加に転じている。
〇 学校閉庁日を設定している８月においては、年間で時間外在校等時間月80時間以上の長時間勤務者数

が最も少なくなる傾向にあり、令和４年度においては、31名（0.5％）である。
〇 令和４年度は、４月、５月、10月の時間外在校等時間月80時間以上の長時間勤務者数の割合が3.0％

を超えており、特に、５月と10月においては、4.0％を超えている。

【県立高等学校、県立特別支援学校のそれぞれの状況】
〇 県立高等学校においては、４月～６月、10月における時間外在校等時間月45時間以上の長時間勤務者数の

割合が30.0%以上である。特に、５月と10月においては、時間外在校等時間月80時間以上の長時間勤務者
数がそれぞれ、248名（6.4%）と10月が253名（6.5％）であり、10月がピークとなっている。

〇 特別支援学校においては、４月、６月、３月における時間外在校等時間月45時間以上の長時間勤務者数の
割合が5.0％以上となり、４月が130名（7.1％）でピークとなっている。

〇県立中学校においては、時間外在校等時間月45時間以上及び月80時間以上の月平均の長時間勤務者数は、
それぞれ17.4名（38.9％）と2.3名（5.2％）である。（割合は、県立中学校教職員約45人に対する構成比率）
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◎ 令和４年度における校種別長時間勤務者数の状況（45時間以上と80時間以上）

【県立高等学校】

※「割合」は、県立学校教職員約5,700人に対する構成比率 （※令和４年度の年度計月平均は、令和５年８月公表値より修正）

※「割合」は、県立高等学校教職員約3,880人に対する構成比率

※「割合」は、県立特別支援学校教職員約1,840人に対する構成比率

【県立特別支援学校】

１ 本県の現状 ①長時間勤務者の状況



◎【小中学校】過去４年間（令和１～４年度）における長時間勤務者数の推移（80時間以上）
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１ 本県の現状 ①長時間勤務者の状況

◎ 令和４年度における校種別長時間勤務者数の状況（45時間以上と80時間以上）

【市町村立小学校】

【市町村立中学校】

※ 県実施「教職員の時間外勤務時間数に関する調査」より作成（月平均教職員数：6,637名）

【市町村立小学校、市町村立中学校のそれぞれの状況】
〇 市町村立小学校においては、４月、５月、６月における時間外在校等時間月45時間以上の長時間勤務者

数の割合が30%以上である。特に、４月と６月においては、時間外在校等時間月80時間以上の長時間勤務
者数がそれぞれ275名（4.2％）と225名（3.4%）であり、４月がピークとなっている。

〇 市町村立中学校においては、４月～６月、９月～11月、３月における時間外在校等時間月45時間以上の
長時間勤務者数の割合が30%以上である。特に、４月と６月においては、時間外在校等時間月80時間以上
の長時間勤務者数がそれぞれ298名（8.0％）と302名（8.1%）であり、６月がピークとなっている。

※ 県実施「教職員の時間外勤務時間数に関する調査」より作成（月平均教職員数：3,786名）

※「割合」：各市町村教育委員会から報告された小中学校教職員数に対する各市町村教育委員会から報告された長時間勤務者数の割合
月平均教職員数：約10,200名(Ｒ１)、約9,700名（Ｒ２）、約9,700名（Ｒ３）、約10,400名（R４）

【市町村立小中学校の状況】
〇 時間外在校等時間月80時間以上の年度計月平均の長時間勤務者数の割合は年々減少傾向にあり、令和

元年度の5.5％に比べて令和４年度は2.7％と半減している。
〇 学校閉庁日を設定している８月においては、年間で時間外在校等時間80時間以上の長時間務者数が最

も少なくなる傾向にあり、令和４年度においては、25名（0.2％）である。
〇 令和４年度は、４月、５月、６月、９月、３月の時間外在校等時間月80時間以上の長時間勤務者数の

割合が3.0％を超えており、特に、４月と６月においては、5.0％を超えている。



業務改善の取組 主な取組内容 近年の実績【県調査】

1 勤務管理システム
の導入

・域内の学校における
「在校等時間」等をＩＣ
カード等による客観的な
方法で把握している。

（令和５年度）
〇県市町村 100％（42県市町村）

※文部科学省調査（令和４年度）
・沖縄県 95.2％（40県市町村）
・全 国 93.5％

２ 学校閉庁日の設定 ・学校閉庁日の設定を実
施している。

（令和５年度）
〇県市町村100％（42県市町村）

※文部科学省調査（令和４年度）
・沖縄県 97.6％（41県市町村）
・全 国 98.7％

３ 定時退勤日の設定 ・定時退勤日の設定を実
施している。

（令和４年度）〇県立学校：84.8％
（令和５年度）

〇市町村教育委員会（回答市町村数）
・全校 ：78.0％（32）
・一部校：17.1％（７）

４ 業務改善の
フォローアップ

・アンケート実施により
実施状況の把握

（令和５年度）
〇県立学校：100％（80校）
〇市町村教育委員会：100％（41市町村）

◆ 学校運営体制の改善

◆ 学校業務の改善
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業務改善の取組 主な取組内容 近年の実績【県調査】

1 本庁提出物等の縮
減

・県教育庁各課で発出文書
の調整や統合を行う

（令和５年度）
〇県教育庁：14.7％削減

（平成29年度比）

２ 学校行事の精選や
内容の見直し

・学校行事の目的や効果等
を再検討した上で、行事
の改廃・統合等のスリム
化が図られている。

（令和５年度）
肯定的な回答の割合（回答数）

〇県立学校：84.6％（66）
〇市町村教育委員会：87.8％（36）

３ 会議の効率化 ・職員会議や職員朝会等の
持ち方を工夫し、効率化
が図られている。

（令和５年度）
肯定的な回答の割合（回答数）

〇県立学校：96.1％（75）
〇市町村教育委員会：92.7％（38）

４ 家庭訪問等の効果
的な在り方

・家庭訪問や三者面談等を
見直し、効果的・効率的
な方法により負担軽減が
図られている。

（令和５年度）
肯定的な回答の割合（回答数）

〇県立学校：94.8％（74）
〇市町村教育委員会：80.5％（33）

【５年間の状況】
〇勤務管理システムの導入、学校閉庁日において、全県市町村で実施できている。
〇定時退勤日に対しては、概ね８０％以上実施している。
〇業務改善のフォローアップは、全県立学校、全市町村教育委員会の状況把握ができている。
☞ 学校運営体制については、県立学校、市町村教育委員会ともに一定の改善がみられる。

【５年間の状況】
〇本庁からの提出物は平成29年度と比較して14.7％削減することができている。
〇学校行事の精選、会議の効率化、家庭訪問等の見直しは、実施率80％以上となっている。
☞ 学校業務において、県立学校、市町村教育委員会ともに改善の取組が図られている。

１ 本県の現状 ②「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」令和５年度までの取組状況
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◆ 教育委員会による支援

業務改善の取組 主な取組内容 近年の実績【県調査】

１ 県立学校教職員
の健康管理

・県立学校教職員の療養
及び復職等支援

（令和５年度）
〇県立学校：549件（令和6年1月末現在）

・健康相談ホットライン
の対応件数

（令和５年度）
〇県立学校：878件（令和6年1月末現在）

・衛生委員会の設置（産
業医の配置含む）

（令和５年度）
〇県立学校：100%

２ 負担軽減の非常
勤職員の配置

・スクール・ソーシャル
ワーカーの配置

（令和５年度）
〇県立学校：就学継続支援員で代替
〇市町村立学校：20名

・スクールカウンセラー
の配置

（令和５年度）
〇県立学校 ：79校
〇市町村立学校：399校（全校配置）

※休校中の学校数除く

・教員業務支援員（スクー

ル・サポート・スタッフ）の
配置

（令和５年度）
〇県立学校：20校（令和５年度より配置）

〇市町村立学校：122校

・就学継続支援員の配置 （令和５年度）
〇県立学校：41校

３ 人材育成 ・地域学校協働活動推進事
業実施市町村への支援

（令和５年度）
〇市町村教育委員会：56.1％ (23市町村)

・地域学校協働活動推進事業
に携わる関係者への研修

（令和５年度）
〇研修会参加者数：227名

◆ 部活動の在り方の見直し
業務改善の取組 主な取組内容 近年の実績【県調査】

１ 週当たり2日以
上の休養日の設
定

・平日は少なくとも1日、
土日は少なくとも1日以
上を休養日と設定

（県立:令和5年度、市町村立:令和4年度）※運動部の実績

〇県立学校（R5） ：平日77.6％土日70.7％
〇市町村立学校（R4）：平日98.6％土日97.1％

２ 平日と学校の休
業日の部活動時
間の設定

・平日は2時間程度、学校
の休業日は3時間程度

（高等学校の場合、各学校の実
態に応じた活動時間の設定）

（県立:令和5年度、市町村立:令和4年度）※運動部の実績

〇県立学校（R5） ：平日62.1％土日62.1％
〇市町村立学校（R4）：平日97.1％土日95.6％

３ 部活動指導員の
活用

・部活動指導員配置事業
の配置人数、派遣時数、
派遣回数の拡充

（令和５年度） 運動部 文化部
〇県立学校 ： 47名 2名
〇市町村立中学校 ： 122名 8名

１ 本県の現状 ②「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」令和５年度までの取組状況

【５年間の状況】
〇県立学校教職員の健康管理に関しては、衛生委員会設置、産業医配置が共に100％である。
〇令和５年度から教員業務支援員の県立学校への配置が開始されている。
〇地域学校協働活動推進事業実施市町村への支援が50%以上となっている。
☞教育委員会による支援を継続的に行うことが必要である。

【５年間の状況】
〇週当たり２日以上の休養日を設定している学校は、市町村立学校90％以上（R4）、県立学

校70%以上（R5）である。また、平日２時間程度と学校の休業日３時間程度の部活動時間
を設定している学校は、市町村立学校90％以上（R4）、県立学校60%以上（R5）である。

☞部活動の活動時間や休養日に関しては、県立学校に比べ市町村立学校の取組が進んでいる。



※ユーザーローカル AIテキストマイニングツール（ https://textmining.userlocal.jp/ ）による分析

『学校における働き方改革アンケート（2023）』の回答状況

【課題と対応】
〇 教員の本来職務の研修、 評価、授業に関わる業務も業務負担や改善が必要と感じている現状がある。

☞教員の本来業務に集中できる環境整備が必要

〇 改善や削減が必要と考える業務や制度は多岐にわたる。
☞働き方改革に特効薬はなく、できることから、自分事として取り組める環境整備が必要。

○実施期間：令和5年４月24日～5月12日 （Google Formsを利用したWeb調査で実施）
○実施状況：対象者：本県公立学校教職員16,243名（令和5年5月）
〇回答数 ：7,886件 ① 県立高校・特別支援学校・中学校 （対象者：5,794人の46.8％の回答）

（令和5年5月）・回答数⇒ 2,711件 ※ 高校1,910件、特支772件、県立中29件
② 市町村立小中学校 （対象者：10,449人の49.5％ の回答）
・回答数⇒ 5,175件 ※ 小学校3,360件、中学校1,759件、小中一貫教育校56件

１ 本県の現状 ③『学校における働き方改革アンケート（2023）』結果
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●「学校における働き方改革アンケート（２０２３）」結果から見える改善・削減が必要な業務等の例

質問「改善または削減が必要と考える業務や制度（形骸化している業務や業務量に見合った効果が上がってい
ない業務、必ずしも教職員がやらなくてもよい業務等）」の記述回答で複数の回答があった主な業務の例。

※多い順（ランキング）ではありません。

●質問項目「改善または削減が必要と考える業務や制度」の記述回答の結果



◎検証１「３分類」14項目に係る取組状況 （県市町村：42自治体）

３
分
類

１４項目の取組内容
県の割合（自治体数） 全国の割合

令和３年 令和５年 令和３年 令和５年

基
本
的
に
は

学
校
以
外
が
担
う
べ
き
業
務

① 登下校に関する対応 52.4％（22） ⇒ 54.8％（23）
60.3％ ⇒ 66.1％

② 放課後から夜間における見回り、
児童生徒が補導された時の対応

28.6％（12） ⇒ 47.6％（20）
24.1％ ⇒ 29.5％

③ 学校徴収金の徴収・管理 31.0％（13） ⇒ 59.5％（25）
33.0％ ⇒ 45.3％

④ 地域ボランティアとの連絡調整 35.7％（15） ⇒ 54.8％（23）
39.1％ ⇒ 47.7％

学
校
の
業
務
だ
が
、
必
ず
し
も

教
員
が
担
う
必
要
の
な
い
業
務

⑤ 調査・統計等への回答等
（事務職員等）

26.2％（11） ⇒ 38.1％（16）
31.3％ ⇒ 39.9％

⑥ 児童生徒の休み時間における対応
（輪番、地域ボランティア等）

2.4％（1） ⇒ 0.0％（0）
4.5％ ⇒ 5.9％

⑦ 校内清掃
（輪番、地域ボランティア等）

11.9％（5） ⇒ 14.3％（6）
15.5％ ⇒ 18.2％

⑧ 部活動
（部活動指導員等）

61.9％（26） ⇒ 64.3％（27）
70.1％ ⇒ 73.2％

教
員
の
業
務
だ
が
、
負
担
軽
減
が
可
能
な
業
務

⑨ 給食時の対応
（学級担任と栄養教諭等との連携等）

21.4％（9） ⇒ 26.2％（11）
19.2％ ⇒ 21.9％

⑩ 授業準備
（補助的業務へのサポートスタッフの参画等）

47.6％（20 ） ⇒ 50.0％（21）
64.3％ ⇒ 74.9％

⑪ 学習評価や成績処理
（補助的 業務へのサポートスタッフの参画等）

11.9％（5） ⇒ 23.8％（10）
35.9％ ⇒ 42.4％

⑫ 学校行事の準備・運営
（事務職員等との連携、一部外部委託等）

50.0％（21） ⇒ 38.1％（16）
44.7％ ⇒ 53.2％

⑬ 進路指導
（事務職員や外部人材との連携・協力等）

14.3％（6） ⇒ 11.9％（5）
10.7％ ⇒ 12.8％

⑭ 支援が必要な児童生徒・家庭への対応
（専門スタッフとの 連携・協力等）

85.7％（36） ⇒ 90.5％（38）
95.6％ ⇒ 97.5％

◎検証２「３分類」 14項目以外の取組状況 （県市町村：42自治体）

「３分類」14項目以外の取組内容
県の割合（自治体数） 全国の割合

令和元年 令和４年 令和元年 令和４年

⑮ 域内の学校における「在校等時間」等をＩＣ
カード、タイムカード、パソコンの使用時間
の記録等による客観的な方法で把握

57.1％（24） ⇒ 95.2％（40） 48.2％ ⇒ 93.5％

⑯ 学校閉庁日の設定
95.2％（40） ⇒ 97.6％（41） 95.7％ ⇒ 98.7％

⑰ 勤務時間外における保護者や外部からの問
い合わせ等に備えた留守番電話の設置や
メールによる連絡対応の体制整備

33.3％（14） ⇒ 50.0％（21） 25.7％ ⇒ 57.5％

⑱ ICTを活用（校務支援システム等の活用等）
した事務作業の負担軽減

50.0％（21） ⇒ 66.7％（28） 59.2％ ⇒ 84.1％
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２ 取組の検証 ①【文部科学省調査】

※ 文部科学省『教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査』より作成

※ 文部科学省『教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査』より作成



◎検証３ 「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」の検証調査結果

【検証１】について
〇 ②③④⑨における本県の令和５年度の結果は、令和３年度よりも改善がみられ、さらに、全国の割合

よりも高い結果となっている。
〇 ⑥⑫⑬における本県の令和５年度の結果は、令和３年度よりも取組状況の割合に減少がみられる。
〇 ⑩⑪⑫における本県の令和５年度の結果は、全国の割合より１５ｐt以上低い結果となっている。
☞ 全項目とも引き続き、改善に向けて取り組む必要がある。特に、⑥⑩⑪⑫⑬においては、学校行
事について教育上真に必要とされるものへの精選、教員業務支援員等の活用による業務改善の推進
等、学校の実情に応じた取組が必要である。（『私たちのピース・リスト２０２３』に反映）

【検証２】について
〇 ⑮⑯⑰⑱における本県の令和４年度の結果は、令和元年よりも改善がみられる。
〇 特に、⑰と⑱において、全国は令和元年度から令和４年度にかけてそれぞれ31.8pt、24.9ptの改善がみ

られるのに対し、本県においては、ともに16.7ptの改善と全国と比べて改善が鈍化の傾向に
ある。
☞ ICTによる勤務環境改善の取組を更に推進していく必要がある。
（『私たちのピース・リスト２０２３』に反映）

【検証３】について
〇 市町村教育委員会の(1)(3)～(7)、県立学校の(1)～(7)、における取組状況においては、それぞれ「全て

の学校、ほとんどの学校で図られている」「十分図られている、ある程度図られている」と回答した割
合が80%以上となっている。

〇 県立学校においては、留守番電話・音声メッセージ機能付き電話機を導入している学校が80％を超えている。
☞ (8)においては、総合教育会議や学校運営協議会、学校説明会等で、議題として取り上げるなどの
取組を通して、引き続き、保護者や地域の方との連携・協働体制の構築を図る必要がある。

（『私たちのピース・リスト２０２３』に反映）
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▶市町村教育委員会における検証結果（41市町村回答） ▶ 県立学校における検証結果（78校回答）

●留守番電話・音声メッセージ機能付き電話機の導入状況

※市町村教育員会：教職員の時間外勤務時間数に関する調査より

【調 査 名】 「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」の検証
【実施期間・対象者】令和５年12月11日～令和６年１月５日 県立学校長（78名）、市町村教育委員会（41名）

【調査項目】（１）職員会議や職員朝会等の持ち方を工夫し、効率化が図られている。

（２）校務分掌の編成を工夫し、校務の効率化が図られている。

（３）家庭訪問や三者面談等を見直し、効果的・効率的な方法により負担軽減が図られている。

（４）学校行事の目的や効果等を再検討した上で、行事の改廃・統合等のスリム化が図られている。

（５）校内LAN等を活用して、教材や学級通信等の共有化が図られている。

（６）勤務時間を踏まえて、週時程を工夫し、業務の時間確保が図られている。

（７）現行の「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」の内容は教職員に理解が図られている。

（８）現行の「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」の内容は保護者や地域に理解が図られている。

２ 取組の検証 ②【「沖縄県教職員働き方改革推進プラン」の検証調査】


